
究極の安全をめざして 
原点に立ち返り、JR東日本の安全への取り組みを進めるべく、  
失敗を直視して学ぶ「失敗学」を提唱される畑村洋太郎工学院大学教授と  
JR東日本安全対策部長の牛島雅隆が対談を行いました。 
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安全は経営の最重要課題 

事故を減らすために 

「個人知」と「共有知」 

 

 

牛島：1987年の会社設立以来、JR東日本は「安全」を経営の

最重要課題とし、これまで3回の安全5カ年計画を策定・実践して

きました。現在、2004年から始まった4回目の「安全計画2008」

に取り組んでいるところです。 

　これらの計画には、安全性を高めていくために、「守る安全」か

ら「チャレンジする安全」へと、社員一人ひとりの意識を変えてい

こうという考えが基本にあります。設備投資も、国鉄時代は効率

化施策中心でしたが、現在は「安全」を最優先として、5年で

4,000億円の予算を投じることとし、新潟県中越地震発生を踏ま

えた地震対策や、自動列車停止装置ATS-P、Ps整備の前倒しな

どを行いながら進めています。 

畑村：私が安全対策として優れていたと思ったのは、新潟県中

越地震の際に、新幹線は脱線したものの、高架橋が崩れたりする

大事故にならなかったことです。あらかじめ高架橋の柱に鋼板を

巻いて補強していたから、周りが液状化してめちゃくちゃになって

いるのに崩れなかった。これは評価できます。もし崩れていたら大

惨事になっていたでしょう。 

牛島：耐震補強は阪神大震災を教訓に進めてきました。今回の

新潟県中越地震での経験を今後の対策に活かすため、車両や

構造物の動きも詳しく解析しています。あの補強をしていなかっ

たらどうなっていたかという検証も、あわせて進めています。 

畑村：昨年の羽越本線の事故については、自分なりに調べた結

果、予期できない自然現象であったのではないかと思っています。

地域の人たちにいろいろと話を聞いたことをまとめると、竜巻が通

過していたことがわかりました。風速計の位置での風速を見ても、

それは想像できなかったわけです。 

牛島：羽越本線の事故に関しては、現在、国の航空・鉄道事故

調査委員会による原因究明が進められていますが、当社としても、

社内に「羽越本線事故原因究明・対策検討委員会」を設置して

調査を進めているところです。現場近くの鉄橋の風速計の観測

値は当時、毎秒20メートルを超えていないという数値でした。現在、

現場ではどれくらいの風が吹いたのかを探るため、風洞実験など

の調査を重ねています。また、仮に自然災害だったとしても、当社

として今後何ができるかを考えて実行していくことが大切です。こ

れまでも防災の研究に取り組んできましたが、新たに防災研究所

を設置し、気象の専門家のご意見も伺いながら鉄道事業者とし

て実現可能な対策について研究開発を始めています。また、先

生から局地気象の勉強をすべきだというアドバイスをいただいた

ことも参考に、検討を進めています。 

畑村：今後は、風速計の位置での点情報だけじゃなく、いかに面

情報を取り入れていくかが課題ですね。 

　例えば、半導体工場では瞬時停電が一番怖いので、風向と積

乱雲の動きを面情報でとらえて落雷を常にチェックしています。そ

ういう技術を参考にすれば、かなり難しいことではありますが、気象

衛星の情報などと地球シミュレーターを組み合わせて局地気象の

予測ができると思います。 

 

 

 

牛島：鉄道運転事故の件数は、会社設立当初と比べ2005年

度は約3分の1に減っています。これは、これまでの安全計画で、

お客さまが死傷するリスクの高い、踏切での大型ダンプカーとの

衝突事故などの対策に重点を置いて設備投資をしてきた成果と

考えています。ただ、この数年は事故件数が若干増加傾向にあり、

なかでも踏切事故が増えています。 

畑村：先日、列車の運転席に乗せてもらいました。

運転士は、信号はもちろん、踏切の横から走ってく

る車にすごく注意しているんですね。その緊張を間近で見て、もう

少し何か対策ができないものかと思いました。例えば、踏切に車

が絶対に進入できないように、棒みたいなものが下から出てくるし

くみにするとか‥‥。 

牛島：考えたことはあるのですが、それにぶつかって事故になっ

たらどうするかとやはり考えます。 

畑村：そういう議論になりがちですが、高齢化社会になれば事故

は絶対に増えます。物理的な進入防止のしくみを施す必要

があると思います。 

牛島：理想は踏切を全部なくすことなのですが、

なかなか全部はなくせません。そのため、障害物

検知装置を約2,500カ所の踏切に設置してきた

ほか、通常より目立つ太い遮断かんを使用するな

どの対策を実施し、効果をあげてきました。今後は自動車のドライ

バーにもご協力をいただかないと、さらに減らすのは難しいと考え

ています。 

畑村：どれほど装置の導入を進めても、運転士が信号を確認し

ても、踏切に進入してくる人がいる限り事故は起きます。本当は、

運転士が安全を守るのはもちろん、踏切を渡る人も意識を高く持

って、事故防止に協力するという文化をつくっていかなくちゃいけ

ない。ＪＲ東日本は、地域住民の協力を得ることができるよう、事

故防止に対する真剣さをもっと社会に伝えることが重要です。 

牛島：ハード面の対策としては、列車の信号冒進を防止するＡＴ

Ｓの安全性をさらに高めたATS-Pの整備も進めています。会社

発足の2年目に、東中野駅でお客さま１名がお亡くなりになる列

車衝突事故があり、それを教訓にピッチをあげて整備してきたも

のです。現在、東京100キロ圏内と、線区によっては200キロ圏内

までほぼ導入しました。 

　またソフト面では、東中野の事故を契機に、安全研究所を設け

るとともに、各支社には総合訓練センターを設け、定期的に乗務

員が繰り返し訓練を受けるようにしました。例えば、運転士・車掌は、

２年に１回２日間の訓練を受けています。 

 

 

 

牛島：運転士の養成では、免許を取ったらすぐに運転士になれ

るというのではなく、さらに教育を続け、適性と能力を見極めてから

乗務につく仕組みをつくっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

畑村：やれと言われたことを確実に守るだけじゃなくて、条件が変

わった時に自分が何をすればいいかを判断できることがとても大

切なんです。教育の過程で、「こんなことが起こったらどうするか」

という仮想演習のような訓練をやるといいですよ。 

牛島：各支社にある総合訓練センターでは、現物に近いシミュレ

ーターを用い、さまざまな事態を想定した事故予防訓練を実施し

ています。安全について考えるうえでは、人間と設備とルールが連

携して安全が保たれる、という考え方が基本となっています。ルー

ルが決まっているから、ただ守るというのではなく、どうしてそれがで

きたのか、守らなかったらどうなるかを理解したうえで、ルールに「従

う」というよりも、主体性をもってルールを「運用」していくという姿

勢が求められます。こうした「自主自律」も、教育訓練を通して浸

透させていきたいと考えています。 

畑村：自分で全体を考えることの必要性を実感する教育が重要

ですね。言われたことを守れば安全になるという「パッシブセイフ

ティ」ではなく、自分で考え納得して実行することにより安全を確

保する「アクティブセイフティ」を徹底することですね。 

牛島：社員一人ひとりがとにかく自分で安全について考える。日々

の業務で事故の芽になり得る「ヒヤリ・ハット」や「気がかり事項」

について考える。考えたら職場という集団のなかで議論する。議

論をすることは組織の成果になります。そういう風土を職場につく

るということを、1988年から「チャレンジ・セイフティ運動（CS運動）」

として全社的にやってきました。 

 

工学院大学  教授 

畑村  洋太郎 

JR東日本 
安全対策部長 
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識活用研究会を通じて失敗学を構築。

主な著書に「実際の設計」「失敗学の

すすめ」「直観でわかる数学」など。 
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畑村：それを明確に言葉でいうと、「個で考える」、その次に「集

団で共有する」ということですよ。私は、「個人知」と「共有知」と

いう言葉で表しています。非常にはっきりと伝えられるので、この

言葉をお使いになることをお薦めします。 

牛島：個で考えて、集団で共有して、そこに参加していた個がも

う一歩深いところを考えられるようになって、スパイラル状に向上

していくイメージを描いているんです。そうして現場の力が、全体と

して高まっていくことを期待しています。 

畑村：そうです。現場に期待しなければいけないし、現場は頼り

にされていることを知らなければいけない。そして常に現場を勇気

付けるような動きがなければいけないと思います。 

 

 

 

畑村：さらに教育のなかに組み込むべきなのは、こうした安全の

ためのシステムやルールができた背景に、どれほど悲惨な事故が

あって社会的非難を浴びているかを伝えることです。会社にいると、

社会の側の視点や、事故に遭った遺族や被害者の視点が抜け

てしまう。社会が鉄道に預託していることについて、社員一人ひと

りが自覚して、社会との関係を明確に意識しなくちゃいけない。 

牛島：研修センター内に、過去の事故を知るとともに、現在の安

全設備や仕組み、ルールがどのような事故の対策としてできてき

たのかを学び、その考え方を理解するための施設として「事故の

歴史展示館」を造りました。そこに「被害者の証言」というコーナ

ーを設けて、痛ましい事故の被害者やご遺族のコメントから、事故

の悲惨さや職責の重さを実感する場所としております。 

畑村：それが大切です。遺族に対して、社会に対して、「そこまで

真面目にやっているんだ」と感じていただけるところまで努力すべ

きでしょう。 

　そしてまた、やはり本当の安全というのは、きちんとした組織運

営があってこそ実現できるものです。だから、安全に係る実務を

知らない人は要職に就けないくらいの人事をすべきです。ボトム

アップでいろいろやっているとのことですが、それに対し、組織とし

てきちんと取り組むことが重要です。本当に安全を考えて仕事を

している人の意見が取り上げられる体制にしなくてはいけない。 

牛島：「究極の安全」をめざし、鉄道の現場で働く社員は安全確

保に向けてそれぞれの立場で真摯に取り組んでいます。いかにこ

れをマネジメントしていくかが重要だと思うのです。現場の管理者

が担う役割は大きいですが、本社、支社などの企画部門も一緒に

なってそれを支える体制が重要だと思います。そして各部門の横

串を通し、安全確保を推進する安全対策部の責務は重いと認識

しています。今後もトップから現場まで巻き込んで「究極の安全」

に取り組んでまいります。 
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究極の安全をめざして 

羽越本線特急「いなほ14号」列車事故を受けて 
～当面の対策と今後の対応～ 

現場からトップまで一体となって 

（１）風速計の増設 

より細かな観測を行うため、事故が発生した第2最上川

橋りょう付近の3カ所に風速計を増設しました。 

（２）徐行の実施 

気象状況の急変がありうることを考慮して、付近の

1.9kmの区間を45km/hの徐行としています。 

（３）規制値の見直し 

下表のように運転規制を行う風速値の見直しを行いま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）特殊信号発光機の新設 

風速が運転中止の規制値に達した場合、赤色灯の点

滅により運転士に知らせる特殊信号発光機を新設しま

した。 

（５）気象情報の活用 

気象情報に注意を払い、早めの対応を行います。また、

鉄道運行への適用について検討を行います。 

（６）防風柵の設置 

第2最上川橋りょうおよび前後の築堤部分（約2.3km）

に防風柵を設置します。過去の実験結果によると、防

風柵を設置することで、強風により列車に作用する風

圧を約50％程度とすることができると考えられます。設

置工事は冬季前の11月末までに完成させる予定です。

なお、防風柵が完成した時点で45km/hの徐行は解除

する予定ですが、今後の調査・分析内容を踏まえて検

討いたします。 

 

 

 

（１）風速計の増設 

風による運転規制を行っている区間について、観測態

勢を強化するために在来線と新幹線で合計331基の

風速計を増設します。 

（２）暫定的な規制値の見直し 

在来線において風による運転規制を行っている箇所全

てにおいて、当該箇所と同様に規制値の見直しを行い

ました。 

なお、 

①羽越本線事故原因究明・対策検討委員会で結論が 

　　   得られた場合 

②防風柵などの設備上の対策を実施した場合 

③気象情報の活用精度が上がった場合 

などにおいて、一般規制に戻すことがあります。 

　2005年12月25日に発生した羽越本線砂越～北余目間における列車脱線事故により、5人のお客さまが亡くなり、30人のお

客さまが負傷されました。この事故によりお亡くなりになられた方のご冥福をお祈りいたしますとともに、事故に遭われた方、ご

遺族、ご家族の皆さまに対し、深くお詫びを申し上げます。 

　事故原因については、国の「航空・鉄道事故調査委員会」による調査が続けられており、当社としましても、社内に「羽越

本線事故原因究明・対策検討委員会」を設置し、原因の究明と対策の検討を行っております。現時点では事故原因はまだ

明らかとはなっていません。 

　なお、当該区間については、2006年1月19日より運転を再開しました。事故の要因のひとつとして風が指摘されていること

を踏まえ、運転再開にあたり当面の対策として、事故発生箇所および風による運転規制を行っているそのほかの箇所につい

て、以下の対策を実施しました。 

　また、JR東日本研究開発センター内に「防災研究所」を設立し、気象現象や自然現象全般について社外の有識者や研究

機関との共同研究を行うなどして、鉄道の安全性向上に取り組んでまいります。 

　当社といたしましては、事故原因の究明を進めるとともに、さまざまな研究により得られる成果を踏まえ、鉄道の安全性向上

に資すると考えられる対策を実施してまいります。 

規 制 方 法 

風 速 値（m/s） 

これまで 
（一般規制） 

見直し 
（早め規制） 

運 転 中 止 

25～30 20～25

30～ 25～ 

速 度 規 制 
（25km/h以下） 

【当該箇所への対策】 

【その他の箇所への対策】 

（2006年7月1日現在） 


